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交付対象経費
（千円）

その他
（一般財源や補助
対象外経費等）

1 低所得
価格高騰重点支援給付金事
業

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金
③給付金額　R5年度分の住民税非課税世帯　6,276世帯×70千円のうちR6計画分73世帯×70千円
④R5年度分の住民税非課税世帯　（6,276世帯）のうちR6計画分73世帯

－ R5.12 R6.5 5,110 5,110 -
対象世帯に対して令和5年12
月までに支給を開始する

ホームページ

エネルギー、食料品などの価格高騰による負担
増を踏まえ、特に家計への影響が大きい低所得
世帯（住民税非課税世帯）6,276世帯に対し令和
5年12月から給付金（１世帯あた7万円）を支給す
ることにより各世帯の負担軽減を図ることができ
た。申請率98％（対象世帯6,395件、申請済世帯
6,276件 うちR6計画分73件）

福祉課

2 一体支援
新たな住民税非課税等世帯・
こども加算・調整給付支給事
業

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　R6年度非課税化世帯 573世帯×100千円、R6年度均等割のみ課税化世帯 403世帯×100千円、子ども加算 214人×50千円、定
額減税を補足する給付の対象者 14,926人（352,750千円）
事務費　　9,258千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料 人件費 その他　として支出]
④低所得世帯等の給付世帯数（976世帯）、定額減税を補足する給付者（14,926人）

－ R6.6 R6.12 470,308 470,008 300
対象世帯に対して令和6年8
月までに支給を開始する

ホームページ

令和6年度新たに低所得世帯となった世帯と住
民税所得割または所得税が課税となっている者
に対して、物価高騰による負担増を踏まえ、令和
6年7月から給付金を支給することにより各対象
者の負担軽減を図ることができた。R6年度非課
税化世帯申請率100％（対象世帯573件、申請済
世帯573件）、R6年度均等割のみ課税化世帯申
請率78.6％（対象世帯513件、申請済世帯403
件）、定額減税を補足する給付申請率97.5％（対
象者15,302件、申請済14,926件）、こども加算申
請率97.3％（対象児童220人、申請済児童214
人）

福祉課
こども課

7 低所得 物価高騰対策給付金

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　R6年度住民税均等割非課税世帯6,137世帯×30千円、子ども加算 593人×20千円
事務費　　4,643千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付世帯数（6,137世帯）

－ R7.2 R7.10 200,613 200,613 -
対象世帯に対して令和7年2
月までに支給を開始する

ホームページ

低所得世帯の食料品やエネルギー関係等の消
費支出に対する物価高の影響のうち賃上げや
年金物価スライド等で賄いきれない部分をカ
バーするため、令和7年2月から給付金を支給す
ることにより各世帯の負担軽減を図ることができ
た。申請率98.6％（対象世帯6,224件、申請済世
帯6,137件）、こども加算申請率99.0％（対象児童
599人、申請済児童593人）

福祉課
こども課

11 推奨事業
令和６年度保育所等副食費
助成事業

①食料品等の物価高騰の影響を受け、保育所等における給食に使用する食材も高騰し、保育所等の施設の運営にも影響を及ぼしております。
副食費助成事業は、令和元年10月から始まった幼児教育・保育の無償化に伴い、保護者負担が発生する副食費について助成を行い、子育て
世帯の経済的負担の軽減を図るために実施しておりますが、高騰している食材費の増加分を引き続き支援することで、保護者負担を軽減す
る。
②補助金
保育所や認定こども園に入所している３歳以上の子ども（ただし、国が副食費の免除対象者とした子どもを除く）の副食費を１人当たり月4,800円
（うち300円は近年の物価高騰を受け、補助上限額を引上げたもの）を上限に助成を行い、保護者負担の軽減を行う。（※教職員の副食費は含
んでおりません）
③300円×6,595人＝1,978,500円
④保育所・認定こども園

②エネルギー・食料品価格等
の物価高騰に伴う子育て世帯
支援

R6.4 R7.3 31,656 1,979 29,677 活用率100％ ホームページ

毎日給食の提供がある保育所・認定こども園に
とって食材料費の高騰は死活問題であり、本事
業の実施によって、園及び子どもを預ける保護
者それぞれの負担軽減を図ることができた。（対
象児童数6,595人/年）

こども課

12 推奨事業
令和６年度島原市プレミアム
付商品券発行事業

①円安と原油高等における様々な影響から物価高騰となっている。特に食料品、ガソリンや灯油が価格高騰している状況であることから、プレミ
アム付商品券を発行し、消費支援及び消費喚起を行うことで市内経済の活性化を図るもの。
②補助金
事業主体：島原商工会議所、有明町商工会
商 品 券：1セット3千円で5千円分（千円券×5枚）の商品券を販売（プレミア率67％）
※１千円×199,012枚＝199,012,000円分の消費支援・消費喚起
使用業種：スーパー、商店、飲食店、ガソリンスタンド等
③プレミア経費：79,604,800円
　事務経費　　：9,935,485円（商品券印刷費、広告宣伝費、商品券発行のため一時的に雇用する者の人件費、消耗品等）
④市民及び市内事業者（島原市プレミアム付商品券取扱店）

③消費下支え等を通じた生活
者支援

R6.4 R7.3 89,541 89,541 - 販売セット数　4万セット ホームページ

円安と原油高等における様々な影響から物価高
騰となっている状況であることから、プレミアム付
商品券を発行することで、消費支援及び消費喚
起を行うことで市内経済の活性化が図れた。
換金総額199,012,000円が市内で消費された。

商工振興課

令和６年度　島原市　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　実施状況及び効果検証シート

実施計画
№

交付金
メニュー

交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

推奨事業メニュー
該当番号

事業
始期

事業
終期

成果目標
（可能な限り定量的指標を設

定）

実施状況の公表等について
（HP,広報紙など）

効果検証 所管課総事業費
（千円）

Ｂ C

13 推奨事業
令和６年度「おいしくいただき
ます」子育て応援学校給食費
支援事業

①継続して高騰する食材費の増額分を、給食費の値上げではなく補助金を活用することによって、保護者の金銭的な負担増を回避するととも
に、安心安全な学校給食を提供し続けることを目的とする。
②補助金
物価高騰による小中学生の保護者の負担を軽減するための小中学校等における学校給食費等の支援（※教職員の給食費は含んでおりませ
ん）
③・給付対象者数　　：小学校2,240人　中学校1,136人
　  ・給食提供回数　　：小学校181食　　中学校179食
 　・給付実績額　４月　2,088,205円　　５月　3,455,137円　　６月　2,815,752円　　７月　2,246,820円　　 ９月　3,025,283円
　　　　　　　　　　　１０月　2,970,807円　１１月　2,624,913円　１２月　1,712,394円　　 １月　1,939,949円　　２月　4,035,164円
　　　　　　　　　　　合計26,914,424円
　※８月は夏休みにつき給食なし・３月分は一般財源にて対応
　※１食あたり支援額　小学校45円・中学校50円を見込んで補助を行った
　　積算根拠　令和5年度7月～10月給食費単価不足額の平均
　　(1)市内小学校：7月（38円）、9月（45円）、10月（54円）⇒平均45円
　　(2)市内中学校：7月（42円）、9月（50円）、10月（61円）⇒平均50円
④島原市学校給食会

②エネルギー・食料品価格等
の物価高騰に伴う子育て世帯

支援
ホームページ

継続して高騰する食材費の増額分を、給食費の
値上げではなく交付金を活用することによって、
保護者の金銭的な負担増を回避や、安心安全
な学校給食を提供することができた。

学校教育課R6.4 R7.3 29,610 26,915 2,695 対象団体　1団体


